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craft businesses have regarding the management 

issue of business succession and the profit situation, 

etc., and to search for effective factors for solving the 

problem of the survival of production areas.

　Clearly, the result of the surveys shows that 

many traditional craft production associations and 

producers are still suffering negative impacts on 

their business due to the COVID-19 disaster. Among 

them, the author found that producers that were 

aware of the issue of "developing the management 

capabilities of successors" when implementing or 

considering business succession tended to increase 

or almost flat their production volume, sales, and 

ordinary profit.

１. はじめに

１．１．研究の背景

　伝統工芸産業は、2020 年以降の新型コロナイル

ス感染症拡大によって、自社店舗の休業や、インバ

ウンド需要の売上激減、さらに展示会や催事といっ

た対面販売の機会消失等により、生産・流通・小売

の各現場で多大な影響を受けた（株式会社和える

2020）。このため、伝統工芸産業においては、産業

全体の構造改革が急務となっている。

コロナ禍による事業環境の急速な変化は伝統工芸

産業にとどまらず、中小企業全般における事象で

要旨

　本研究は、九州 7 県の伝統工芸産地組合・事業者

を対象とした質問紙調査を通じ、コロナ禍における

様々な経営環境変化に対する意識や取組みの現状を

把握する。とりわけ、伝統工芸事業者が事業承継とい

う経営課題に対して持っている課題意識と利益状況等

との関連性や因果関係を分析し、産地存続という課

題の解決に有効な要因の探索に繋げることを目的とす

る。

　調査の結果、伝統工芸産地組合・事業者の多くが

依然としてコロナ禍により経営面で悪影響を被ってい

る状況が明らかとなった。その中で、事業承継を実施

する（又は検討する）際に、「後継者の経営力育成」に

ついて課題意識を持っている事業者は、生産量や売上

高、経常利益が増加又はほぼ横ばいとなっている傾向

があることがわかった。

Summary

　This study uses questionnaire surveys of traditional 

craft production associations and producers in seven 

prefectures of Kyushu to grasp the current state of 

awareness and initiatives regarding various changes 

in the business environment during the COVID-19 

disaster. In particular, the purpose of this study is 

to analyze the relationship and causal relationship 

between the awareness of the issues that traditional 

1JOURNAL OF THE MIRAI RESEARCH CENTER FOR TRADITIONAL CRAFTS
KYUSHU SANGYO UNIVERSITY NO.6 MARCH 2023



あった。この状況下で高齢代表の企業を中心に動き

が強まっているのが「後継者決定」即ち「事業承

継」である。帝国データバンク（2022）の調査に

よると、全国・全業種約 27 万社の後継者不在率は

57.2% となり、コロナ前の 2019 年からは 8.0 ポイ

ント、2021 年の不在率 61.5% からも 4.3 ポイント

低下し、5 年連続で不在率が低下している状況にあ

ることから、「日本企業の後継者問題が急速に改善

へと向かっている」とされている。

　一方で、中小企業における事業承継は、経営の承

継が主要なテーマである大企業やベンチャー企業と

異なり、「資産」、「経営」及び「知的資産」の承継

という 3 つの側面を持ち、それを後継経営者個人

が同時に行うという特徴がある（神谷 2018）。こ

のため、後継経営者には、これら 3 つの側面の承

継と革新が同時に要求されており、事業承継を契機

とした経営革新のプロセスでは、複雑で困難な課題

が生じることが予想される。経営者のバトンタッチ

の実現のみならず、現場従業員の技能・ノウハウ

の承継を着実に進めていくことが、事業承継に向

けた重要な経営課題として指摘されている（鉢嶺 

2020）。

　実際には、事業承継に関する中小企業経営者の意

向を見ると、「自分の代で廃業を予定している」と

いう企業が半数に上っている（村上 2017）。中小

企業庁は 2022 年 3 月、「事業承継ガイドライン」

を新たに改訂し、「引き継ぎ手」に焦点を当て、従

業員承継や第三者承継（M&A）、円滑な事業承継に

向けたサポートに力を入れている。しかし、伝統工

芸産業の企業・事業者における事業承継に対する意

識や実態について調査し、その結果について統計解

析を用いて分析を行った調査研究はこれまで行われ

ていないと思われる。

　以上を踏まえ、本研究では伝統工芸産地組合と

事業者をそれぞれ対象とした質問紙調査を通じて、

2022 年度におけるコロナ禍の影響や取組み状況、

そして事業承継の実施状況や課題意識等を把握す

る。その上で、利益状況等との関連性を分析するこ

とを通じて、産地存続という課題の解決に有効な要

因の探索を試みることを目的とする。

１．２．研究方法

　本研究の構成は以下の通りである。

　第 2 章では、質問紙調査の実施内容と統計解析の

方法について述べる。第 3 章では、調査結果の単純

集計を用い、産地組合・事業者の「コロナ禍における

取組み状況」を確認する。また、産地事業者の事業

承継に関する回答結果について統計解析を行う。第

４章では、統計解析から抽出された利益状況等との

関連性や要因について考察を行い、第５章でまとめを

行う。

２．質問紙調査

２．１．対象者

　産地組合を対象とした質問紙調査（以下「組合調査」

という。）の対象者は、九州 7 県における国指定の伝

統的工芸品の生産・販売に関係する 40 産地組合とし

た。表 1 は該当品目と産地組合の一覧である。

　産地事業者を対象とした質問紙調査（以下「事業

者調査」という。）の対象者は、九州 7 県における国

指定の伝統的工芸品の生産・販売に関係する 888 事

業者（福岡県 229、佐賀県 282、長崎県 123、熊本

県 52、大分県 22、宮崎県 5、鹿児島県 175）とした。

2 伝統工芸産業におけるコロナ禍や事業承継を巡る実態調査分析～九州地方の伝統工芸産地を対象とした質問紙調査より～
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２．２．調査方法及び調査内容

２．２．１．組合調査の構成

　組合調査では、本研究用に作成した自記式質問紙

を用いて、郵送による配布・回収で実施した。また、

Google form を用いて質問紙と同内容の質問フォー

ムを作成し、質問紙の表紙に記載したアドレスと二

次元コードからウェブ入力による回答も可能とし

た。

　設問は、コロナ禍による影響や事業環境の変化へ

の対応や受け止め、社会課題解決に向けた取組み、

組合運営の方針や体制・産地支援への意識、ウェブ

サイト運営や EC（電子商取引）及びキャッシュレ

ス決済への取組み等について問う計18問であった。

　各設問のうち、社会課題解決に関する項目は経

済産業省関東経済産業局ほか（2018）、組合運営や

産地支援に関する項目は経済産業省ほか（2017）、

ウェブサイト運営に関する項目は情報処理推進機構

（2020）等をそれぞれ参考に作成した。

　2022 年 6 月 29 日～ 7 月 29 日の間に、質問紙

記入による 14 通と質問フォームウェブ入力による

6 通の合計 20 通が回収された（回収率 50.0％）。

回答があった産地組合の製造分野や所在県を表 2

の組合調査の列に示した。

２．２．２．事業者調査の構成

　事業者調査は、本研究用に作成した自記式質問紙

を用いて、クロネコ DM 便による配布と、郵送に

よる回収で実施した。また、Google form を用いて

質問紙と同内容の質問フォームを作成し、質問紙の

表紙に記載したアドレスと二次元コードからウェブ

入力による回答も可能とした。

　質問紙は、コロナ禍による影響や事業環境の変化

への対応や受け止め、社会課題解決に向けた取組み、

産地支援や産地組合活動への意識、ウェブサイト運

営や EC、キャッシュレス決済への取組み及び事業

承継の現状や課題について問う計 22 問であった。

　各設問は、組合調査と同様の先行調査研究を参考

にしたほか、事業承継に関する項目は東京商工リ

サーチ（2021）を参考に作成した。

　2022 年 8 月 3 日から 9 月 21 日の間に、質問

紙記入による 117 通と質問フォームウェブ入力

による 19 通の合計 137 通が回収された（回収率

15.43％）。回答があった産地事業者の製造分野や

所在県を表 2 の事業者調査の列に示した。

表 2．回答産地組合の製造分野と所在県表 1．九州 7 県における国指定伝統的工芸品と主な産地組合
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２．３．分析の視点と方法

　本研究で実施した調査の結果を分析するにあたっ

ては、以下３点の方針を掲げて取組んだ。

（１）組合調査と事業者調査の各結果の単純集計の

比較を通じ、コロナ禍における経営状況の特徴につ

いて把握する。

（２）事業者調査において、事業承継の実施（ある

いは検討）の際の課題について、生産量・売上高・

経常利益の増減との関連性が見られるかどうかを、

クロス集計を用いて把握する（問 17 と問 3 を用い

た比較）。

（３）どのような「事業承継の実施（あるいは検討）

の際の課題」が要因となって、利益状況や生産量・

売上高・経常利益に結びついているのかを二項ロジ

スティック回帰分析を用いて把握する。

２．４．統計解析の方針

　事業者調査の結果を用い、クロス集計を用いて設

問同士の関連性を確認し、2 変数間で統計的に有意

な関連性があるかを分析するため、カイ二乗検定を

用いた。有意差が認められた場合には、どのセルが

有意差をもたらしたのかを明らかにするために残差

分析を行った。残差分析の結果、標準正規分布に従

うと調整済残差の絶対値が 1.96 以上であれば、5％

水準で有意であるということができる。本研究で

は、調整済残差が 1.96 以上のセルに注目すること

にした。いずれも関連性が有意と認められたもの（p

＜ .01 又は p ＜ .05）及び有意傾向が見られたもの（p

＜ .1）を提示した。さらに、2 変数の相関の強さを

図 1．「コロナ禍に関する質問」回答内訳（組合調査） 図 2．「コロナ禍に関する質問」回答内訳（事業者調査）

表すファイ係数（φ）を用い、関連性の強さを示す

効果量を確認した。

　なお、統計解析ソフトは IBM SPSS ver.27 for 

Windows を使用した。

３．研究結果

３．１．コロナ禍における経営状況

　まず、両調査のコロナ禍への対応に関する回答を

比較した（図 1、図 2）。

　このうち、「コロナ禍によって資金繰りに悪影響

が出ている」という項目では、組合調査の「あて

はまる」（とてもあてはまる＋ややあてはまる）の

55.0% に比べると、事業者調査の「あてはまる」が

41.6% と数値が低かった。一方で、「コロナ禍を新

たなビジネスチャンス・商機とした取組みを進めて

いる」という項目では、組合調査での「あてはまる」

は 10.0% に留まったが、事業者調査での「あては

まる」は 27.7% に上っていた。

　また、産地事業者に対しては、コロナ禍を受けて

の従業員雇用や商品価格に関して質問した（図 3）。

　このうち、「コロナ禍でも従業員雇用を維持でき

ている」という項目では「あてはまる」が 54.2%、

「コロナ禍でも従業員賃金支払いは維持できている」

という項目では「あてはまる」が 59.6% を占めた。

一方で、「売上確保対策として商品価格を下げてい

る」という項目は、「あてはまらない」（あまりあて

はまらない＋全く当てはまらない）が 73.4% を占

めた。

4 伝統工芸産業におけるコロナ禍や事業承継を巡る実態調査分析～九州地方の伝統工芸産地を対象とした質問紙調査より～
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３．２．事業承継時の課題を巡る分析

３．２．１．全体の傾向

　まず、事業者調査において、「事業承継を実施し

た（又は検討する）際の課題」について尋ねた問

17 の回答状況の単純集計を図 4 に示した。

　この結果では、「事業の将来性」と回答したのが

70 事業者で最多となり、次いで「後継者の経営力

育成」が 33 事業者と続いていた。

３．２．２．「事業承継時の課題」と生産量との関連

性

　次に、この「事業承継を実施した（又は検討する）

際の課題」の各項目について、「生産量」の「増加

した又はほぼ横ばい」と「減少した」とで区分した

クロス集計表を作成し、カイ二乗検定を行った結果、

有意差が見られたものが表 3 である。

　検定の結果、「後継者の経営力育成」という課題

において、5％水準で有意差が認められた（χ ²(1)

＝ 3.960, p ＜ .05）。このことから、「後継者の経営

力育成」を事業承継の課題として挙げた回答が、生

産量が「増加又はほぼ横ばい」である事業者に多い

ことが示された。

図 3．「コロナ禍での従業員・価格に関する質問」回答内訳（事業者調査）

図 4．「事業承継を実施した（又は検討する）際の課題」

（事業者調査）

３．２．３．「事業承継時の課題」と売上高との関連

性

　次に、この「事業承継を実施した（又は検討する）

際の課題」の各項目について、「売上高」の「増加

した又はほぼ横ばい」と「減少した」とで区分した

クロス集計表を作成しカイ二乗検定を行った結果、

有意差が見られたものが表 4、有意傾向が見られた

のが表 5 である。

　検定の結果、「後継者の経営力育成」という課題

において、1％水準で有意差が認められた（χ ²(1)

＝ 9.427, p ＜ .01）。また、「近年の実績」という課

題において、10％水準で有意傾向が見られた（χ

²(1) ＝ 2.944, p ＜ .1）。このことから、「後継者の

経営力育成」を事業承継の課題として挙げた回答が、

表 3.　事業承継実施時の課題「後継者の経営力育成」について生産量の区分によるクロス集計表
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売上高が「増加又はほぼ横ばい」である事業者に多

いことが示された。

３．２．４．「事業承継時の課題」と経常利益との関

連性

　次に、この「事業承継を実施した（又は検討する）

際の課題」の各項目について、「経常利益」の「増

加した又はほぼ横ばい」と「減少した」とで区分し

たクロス集計表を作成しカイ二乗検定を行った結

果、有意差が見られたものが表 6 である。

　検定の結果、「後継者の経営力育成」という課題

において、1％水準で有意差が認められた（χ ²(1)

＝ 7.734, p ＜ .01）。このことから、「後継者の経営

力育成」を事業承継の課題として挙げた回答が、経

常利益が「増加又はほぼ横ばい」である事業者に多

いことが示された。

３．３．「事業承継時の課題」を軸とした二項ロジス

ティック回帰分析

　次に、利益状況（問 2）について、「黒字又は収

支均衡」と「赤字」の 2 項を、また生産量・売上高・

経常利益（問 3）について「増加した又はほぼ横ばい」

と「減少した」の 2 項を目的変数とし、「事業承継

を実施した（又は検討する）際の課題」（問 17）の

各選択肢における「あてはまる」と「あてはまらな

い」の 2 項を説明変数として、変数増加法・尤度

比を用いた二項ロジスティック回帰分析を行った。

　その結果、採用された回帰式の係数等を以下に示

す。多重共線性の可能性に関しては、説明変数間の

相関係数（表 7）が -.413 ～ .329 に留まっていた

こと、そして VIF（分散拡大要因）の値も全て 2 以

下であったことから、その危険性はないものと判断

表 4.　事業承継実施時の課題「後継者の経営力育成」について売上高の区分によるクロス集計表

表 5.　事業承継実施時の課題「近年の実績」について売上高の区分によるクロス集計表

表 6.　事業承継実施時の課題「後継者の経営力育成」について経常利益の区分によるクロス集計
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した。なお、各結果の Nagelkerke 決定係数が高く

ないという点に留意が必要である。

３．３．１．利益状況に関連する要因

　利益状況に関し、最終的に採用された回帰式の係

数等を示したのが表 8 である。

　モデル係数のオムニバス検定は 1% 水準で有意と

なり、回帰式の有意性が保証される結果が得られた。

また、判別的中率は 63.4% であった。

　事業承継を実施した（又は検討する）際の課題の

有無に関する要因として、「後継者の経営力育成」

のオッズ比が有意であり、黒字又は収支均衡の方向

への影響が見られる結果となった。

３．３．２．生産量に関連する要因

生産量に関し、最終的に採用された回帰式の係数

等を示したのが表 9 である。

　モデル係数のオムニバス検定は 5% 水準で有意と

なり、回帰式の有意性が保証される結果が得られた。

また、判別的中率は 65.2% であった。

　事業承継を実施した（又は検討する）際の課題の

有無に関する要因として、「後継者の経営力育成」

のオッズ比が有意であり、黒字又は収支均衡の方向

への影響が見られる結果となった。

３．３．３．売上高に関連する要因

　売上高に関し、最終的に採用された回帰式の係数

等を示したのが表 10 である。

　モデル係数のオムニバス検定は 1% 水準で有意と

なり、回帰式の有意性が保証される結果が得られた。

また、判別的中率は 68.4% であった。

　事業承継を実施した（又は検討する）際の課題の

有無に関する要因として、「後継者の経営力育成」

表 9．生産量に関する二項ロジスティック回帰分析結果表 8．利益状況に関する二項ロジスティック回帰分析結果

表 7.　説明変数間の相関係数
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と「従業員との関係維持」のオッズ比が有意であり、

黒字又は収支均衡の方向への影響が見られる結果と

なった。

３．３．４．経常利益に関連する要因

　経常利益に関し、最終的に採用された回帰式の係

数等を示したのが表 11 である。

　モデル係数のオムニバス検定は 1% 水準で有意と

なり、回帰式の有意性が保証される結果が得られた。

また、判別的中率は 68.1% であった。

　事業承継を実施した（又は検討する）際の課題の

有無に関する要因として、「後継者の経営力育成」

のオッズ比が有意であり、黒字又は収支均衡の方向

への影響が見られる結果となった。

4．考察

　以上の分析結果より、産地がコロナ禍で被った影

響や、事業承継に対して産地事業者が抱く課題意識、

さらに統計解析を通じて抽出された事業承継を巡る

課題意識と利益状況との間の関連性や因果関係につ

いて、考察を以下に示す。

４．１．コロナ禍に対する意識・実態の特徴

　まず、組合調査と事業者調査の単純集計結果から

の考察である。回答があった産地組合・事業者の過

半数がコロナ禍により経営面で悪影響を被っている

ことがわかった。その中で、この逆境を新たな商機

と捉えた回答は、産地組合より事業者の方が割合が

高かった。これらは一昨年度（2020 年度）や昨年

度（2021 年度）に実施した調査と同じ傾向であり、

一部の事業者において、コロナ禍を契機とした新商

品開発等に取組むことができていた状況が示唆され

た。

　また、労働・雇用環境の面では、このコロナ禍の

中で、回答があった産地事業者の過半数が伝統工芸

従事者の雇用や賃金支払いを維持している一方、維

持できていない事業者が 2 割程度存在している状

況であった。さらに、販売面においては、売上確保

のため商品価格の値下げを行っていないと回答した

事業者の割合が高く、商品価値の維持に努めている

状況が示された。これらも一昨年度や昨年度の調査

と同傾向であった。

４．２．事業承継を実施した（又は検討する）際の課

題意識と売上・利益項目との関連性

　３．２．２．から３．２．４．では、「事業承継時の

課題」の各選択肢を軸に、生産量・売上高・経常利

益における「増加した又はほぼ横ばい」か「減少した」

かという区分によって関連性の度合いに違いがある

かどうか、カイ二乗検定を用いて判定した。その結

果、「後継者の経営力育成」という回答が、生産量・

売上高・経常利益において「増加した又はほぼ横ば

い」であった事業者に多いことが判明した。伝統工

芸産業における事業承継を巡り、様々な経営課題が

存在する中で、技術面のみならず経営面についても

「後継者育成」を続けていくことの重要性が浮き彫

りとなった。

表 10．売上高に関する二項ロジスティック回帰分析結果 表 11．経常利益に関する二項ロジスティック回帰分析結果
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５．結論と今後の課題

　３．３．１．から３．３．４．においては、事業承継を

実施した（又は検討する）際の課題の有無に関する要

因として、「後継者の経営力育成」が抽出され、「黒字

又は収支均衡」や「生産量の増加又はほぼ横ばい」、「売

上高の増加又はほぼ横ばい」及び「経常利益の増加

又はほぼ横ばい」の方に影響を及ぼすことがわかった。

つまり、伝統工芸産業における「後継者育成」に経営

者能力の承継を伴わせる重要性が示されたと言えるだ

ろう。ただし、産地存続に不可欠な利益の創出に対し、

「後継者の経営力育成」という因果関係を持つ要因の

抽出に至ったものの、この要因抽出に至る回帰分析の

決定係数の数値が低かった。この点については、他

の要因等さらに検討を進めることが重要である。

　伝統工芸産地が存続するためには、後継者に事業

を引き継ぐことが必然的に求められる。今後、後継者

育成や事業承継に向けた取組み状況に関する調査を

さらに進め、どのようにすればコロナ禍等の未曽有の

事態や新しい販売手法に対応できる能力が醸成され、

産地の課題解決に有効であり得るか、その検証が必

要であると考える。
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